










要   約:平成 7年 1月 17 日午前 5時 46 分、淡路島北部を震源地として発生した阪神淡路

大震災により、6300 名余りの人が死亡し、10 万戸近くの家屋が全壊し、27 万人を越える

人々が 984か所の避難所に避難を余儀なくされた。この混乱の中で、特に、震度 7を記録

した激震地域の 4市 3町においては、妊婦、新生児への大きな影響があったと考えられた

が、員災前後 1週間の比校では、早期産については有意な増加はみられなかった。また、

新生児死亡、周産期死亡についても員災前の同一時期の 3か月間と比校すると震災による

死亡率の増加は見られなかった。さらに、新生児の出生場所を震災前後 1週間で比校し、

周産期医療システム医療機関への受入れが円滑におこなわれたかを検討した。この結果、

周産期医療システム地域センター病院での出生は震災前後で 40%から 23%と半減し、県外

で出生した割合が震災前では 14%であったものが震災後は 23%と約 2 倍となっていた。こ

のことから被災妊婦が早い段階で被災地を離れ親戚等を頼りに県外の医療機関にかかった

ことがうかがえた。


